
平成 23 年度の事務・事業の見直し対象法人一覧 

 

① 郵便貯金・簡易生命保険管理機構（総務省） 

② 国際協力機構（外務省） 

③ 国際交流基金（外務省） 

④ 科学技術振興機構(文部科学省) 

⑤ 労働政策研究・研修機構（厚生労働省） 

⑥ 日本貿易保険（経済産業省） 

⑦ 原子力安全基盤機構（経済産業省） 

⑧ 自動車事故対策機構(国土交通省) 

⑨ 住宅金融支援機構（国土交通省） 
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